































































































1. 利 息、年 4% 毎年 6月末および12月末に横浜正金銀行ロンド
ン支屈で支払。











































































正 8年)には約32億円と 5年間で 4倍に達した 輸入については 1914年
が約 8億円， 1919年が約29億円と 3.5倍の伸びであるが各年の出超額は1914










































































































化の義務を課することとなり 1967年(昭和42年) 6月に第 1次資本自由化を












































大分類 業種 社数 百分比
製造業 口口 29 3.3% 
516社 キ住 12 1.1 
紙・パルプ 5 0.6 
イじ 寸ρt 129 14.8 
医 薬 口口 28 3.2 
石 油・石炭 9 1.0 
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コ ム 5 0.6 
窯業土石 17 l.6 
非 鉄 金 属 13 l.5 
金 属 製 品 19 2.2 
一般機械 118 13.5 
電 気 機 械 51 5.8 
輸送機械 23 2.5 
精密機械 17 l.6 
その他製造 41 4.0 
商業 254 29.1 
サービス業 81 9.2 
その他産業 22 3.5 






















































































































































業 種 社数 構成比(%)
農林水産業 0.1 
鉱 業 。 。
建 ヨ員又凡4 業 7 0.5 
食 料 口ロ口 32 2.4 
繊 系住 9 0.7 
木材・木製品 2 0.2 
パルプ・紙・紙加工品 10 0.8 
出 版・印刷 17 1.4 
f七 ρ寸ι」 128 9.8 
医 37fZt  口口 33 2.5 
石油・石炭製品 10 0.8 
ゴム 製 口口 8 0.6 
窯 業 ・ 土 石 19 1.4 
主夫 5岡 業 2 0.2 
非鉄金属 14 1.1 
金属製 口口 6 0.5 
一般機械器具 127 9.8 
電気機械器具 59 4.5 
輸送用機械 30 2.3 
精密機械 19 1.4 
その他製造業 38 2.9 
製造業計 563 42.9 
却 ・ 小 売 業 580 44.1 
金融・保険業 21 1.6 
不動産業 13 1.0 
運輸・通信業 23 1.7 
サービス業 107 8.1 
全業種合計 1，315社 100.0% 
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f .資本金別比率
フランス ヨーッ米系西独系英系スイス系 J 
系 系計
3千万円以下 33.196 33.0 45.6 23.7 49.1 40.2 
3千万超 1億以下 23.096 32.0 26.5 40.3 27.3 29.9 





外資比率では， 5096起の企業が 697杜で5396を占め，このうち 10096
の企業が490社で全体の37.396となっている。
国籍別では，米系が 671杜で全体の51.096を占め，わが国の対米関係
の深さを示している。次いで西独系 100社 7.6%，英系79社 6.096，ス
イス系系77社 5.996，ヨーロッパ合計 428社32.596となっている。香港
系52社 4.096，台湾系41社 3.196，アジア系合計 143社10.996である。
g.外資系企業のシェア
(a) 売上高1 .9896 1979年(昭和54年)末
(b) 純利益 3.396 全上











米国系 7.2 45.8 
西独系 7.4 53.7 
英 国 系 2.9 38.4 
スイス系 17.8 36.7 
ワランス系 13.5 35.0 
アジア系 17.2 73.7 










































































































び率が減少したが1983年に入つで|茨復してきており， 1983年の 1月から 7月
までの 7か月間で 131億ドルと前年同期比 7.9%の増加を示している。とは
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